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1 Sutton （1997） は、 今後の企業規模分布の研究のポイントは、 (i)  企業規模と成長、 (ii)  ライフサイクル、
(iii)  淘汰、(iv)  タービュランス（移動） 、に関する法則性の解明としているが、そのいずれもが企業ダイナ
ミクスの要素を含んでいる。 
2  こうした座標軸は、Sutton（1997）や Marsili（2005）でも示されている。 3 
 
デル化、金融制約、の 3 つを概観したい3。 
産業組織的な条件のうち、企業規模に関連しそうなものとしてまず思い浮かぶのは、規
模の経済性などによってもたらされる技術条件であろう。 Machado and Mata （2000）は 、
技術条件を表す変数として、最適企業規模（MES：minimum efficient scale）を用いた実
証分析を行っている4。このほか産業組織的な要素としては、市場の競争性も重要である。
この流れにある先行研究に、参入障壁の影響を重視する Acs and Audretsch（1989） 、Mata












いる。Cabral and Mata (2003) は、ポルトガル製造業のデータを用いて、2 期間モデルに
基づくカリブレーションにより企業規模分布に金融制約が影響する可能性を示した。一方、















（Snodgrass and Biggs （1996） 、 Beck et al. （2005） 、 Ayyagari et al. （2007） ） 、 人的資本や経営能力 （Lucas










企業規模の変化をみるため、時点は 2 つ考える。今回の分析では、第 1 時点を 1995 年、
第 2 時点を 2006 年とする。その上で、退出と成長の影響を分離するため、3 つの企業群の
比較を行う。一つめは第 1 時点における全企業であり、 ［1995］と表記する。二つめは第 2
時点まで生存し続ける企業の第 1 時点の状態であり、 ［1995S］ とする。 退出の影響は ［1995］
から［1995S］への変化でみることができる。三つめのグループは第 2 時点まで存続した企





の条件がいかなる影響を与えるかをみるため、 第 1 時点の母集団を条件の強弱に基づいて 2
グループに分割する。具体的には、条件を表わす指標の中央値から上のグループと下のグ










次に、 各グループの経験分布の位置関係を、 2 標本コルモゴロフ－スミルノフ検定 （以下、




                                                  
5  例えば、企業規模が大きい領域ではパレート分布の当てはまりがよいことが知られているが、小規模層
まで含めると、特定の分布の当てはめは容易でなくなる。 
6  推定におけるバンド幅は、Angelini and Genarale（2008）と同様に 0.7 に設定した。 5 
 
較すると、基本的な傾向として［1995］が高い値をとるはずである。ここで、企業規模を
表す指標をs 、分布関数を () T F s とする（ 1995,1995 TS = ） 。以下のように、 ［1995］と
［1995S］それぞれの分布関数を差し引いた値の最大値がゼロを帰無仮説 0 H に、プラスを
対立仮説 1 H とする片側検定を行う。 
0 H ： 1995 1995 m a x [ () () ] 0 S s Fs F s − =  






これとは逆に、 ［1995］ が ［1995S］ より大規模な領域に分布している可能性を想定して、
反対の片側検定を行うこともできる。さらに両側検定も可能であり、その場合は［1995］




３－２  使用データ 
中核となるデータは、 経済産業省 「企業活動基本調査」 の個票データである7。 同調査は、
事業内容、組織形態、財務内容、研究開発活動、取引状況など広範な項目を企業に尋ねる
もので、年に 1 回実施されている。分析に用いた対象期間は、1995 年と 2006 年の 2 時点
である8。これにより、1995 年時点の企業規模の分布が 11 年後にどう変化したかを観察で
きる。 
サンプル企業の記述統計をまとめたものが【表 1】である。第 1 時点である 1995 年のフ
ルサンプルは、原データ（26,456 社）から、設立年など分析に必要な情報が欠けている企
業（全体の 0.5％）を除いた 26,327 社である。従業員数、資本金額、売上高の平均値はそ
れぞれ 381 人、12 億円、230 億円となっている（いずれも 1995 年時点） 。やや大きめの印
象があるかもしれないが、これには 2 つ理由がある。一つは、一部の極めて大規模な企業
                                                  
7  経済産業省に調査票情報利用承認申請を行い、利用の承認を得たものである。 
8  この 2 時点の選択は、 （i）長期にわたる変化を観察する、 （ii）多くのサンプルを確保する（同調査は対
象を限定した試行的な実施から始められた） 、 という 2 つのニーズのバランスをとって行った。 具体的には、
1992 年分はサンプルが少ないため利用しなかった。また、2007 年は筆者が行っている同一研究プロジェ
クト内の他論文のデータ期間に合わせ、用いなかった。同論文においては、地域変数などの入手可能性に
よる制約のため、直近サンプルは 2006 年となっている。 6 
 
が平均値を押し上げているということである。実際、中央値をみると、従業員数、資本金
額、売上高はそれぞれ 139 人、0.8 億円、50 億円と、より実感に近い数字となる。二つめ


















































て「貿易比率」と「最小最適規模（MES） 」の 2 指標を用いた。貿易比率は、企業が事業活
動においてどの程度輸出入に依存しているかを示す指標である。具体的には、 「企業活動基
本調査」における輸出額と輸入額の合計を売上高で除して、1995 年の値を企業ごとに計算
した。もう一つの指標は、第 2 節でも紹介した MES である。MES の計測にはいくつかの
方法が提唱されているが、ここでは産業の平均事業所規模に定数を乗じたものとして計算
する Lyons（1980）の手法を用いた。元となるデータは総務省「事業所・企業統計」であ
り、1995 年に最も近い調査年である 1996 年の産業別従業者数と事業所数を用いた。産業











                                                  
9  売上高を用いる場合には、物価の影響を受けることには注意しなければならない。今回の対象期間であ






４－１  時間経過と分布形状の変化 













４－２  退出 




















  以上を踏まえ、 「企業活動基本調査」のデータを用いた分析を行う。金融制約など各種条
件の強弱によって企業群を分け、 1995 年から 2006 年にかけての規模分布の変化を、 退出、
成長それぞれの影響に分解する。混乱をきたさないよう、企業のグループ分けについて改
めて整理しておく。まず 1995 年時点の経済的条件（金融制約など）に基づいて、 ［1995］
を二分する。分けた後のグループを仮に［1995]H、 ［1995]Lとする。さらに、それぞれの企
業規模分布の変化を退出、成長の影響に分離するため、3 つの企業群を設定する。H グルー
プを例にとれば、 ［1995]H、 ［1995S]H、 ［2006]Hの三者を比べることになる（結果として 6
つの企業群が生成される） 。 
 











れた（i）分布の歪度、 （ii）5 つの分位に対応する規模指標（売上高対数値） 、を示したのが
【表 3】である。左半分は値の水準、右半分は値の変化となっており、さらにそれぞれが制
約の強いグループ、弱いグループに分かれている。 
一番上段は歪度で、その下の 5 段が 10、25、50、75、90％の各分位に相当する。各段と





年の 0.67 から 2006 年の 0.60 へとトータルで 0.07 低下している。これを退出、成長の影
響に分解すると、 退出による低下 （ ［1995］ から ［1995S］ ） は 0.02、 成長による低下 （ ［1995S］
から［2006］ ）は 0.05 である。一方、制約の強いグループにおいては、退出による低下は
0.02 と制約の弱いグループより大きくなっているのに対し、成長は若干ながら押し上げ方
向に働いている。その結果、歪度の低下は小幅（0.01）にとどまっている。 
  分位点についても見方は同様である。例えば中央値をみると、1995 年から 2006 年にか
けての最終的な変化幅は、制約の弱いグループが 0.35、弱いグループが 0.33 とほぼ同程度10 
 
である。自然対数の変化幅なので、これらは近似的に変化率とみることができる。11 年間
で 0.3 強の変化ということは、 カーネル関数で平滑化した分布において、 企業規模指標とし
て用いた売上高の中央値は、年平均で約 3%増加したことになる。 
  この変化に対する退出の影響をみると、制約の弱いグループ（0.23）よりも、制約の強い







  以上のパターンは、2 標本コルモゴロフ－スミルノフ検定（KS 検定）を用いた統計的な
検定でも確認できる。経験分布に対して KS 検定を行った結果が【表 4】である。上段パネ
ルは金融制約が弱いグループ、下段は制約が強いグループを表わしている。各パネルの 1
行目 （i） は退出による ［1995］ から ［1995S］ への影響を、 2 行目 （ii） は成長による ［1995S］
から［2006］への影響をテストしたものである。3 行目（iii）は［1995］から［2006］に
かけてのトータルの変化を扱っている。 
各行とも、 （I）から（III）の 3 列あり、 （I） 、 （II）は片側検定、 （III）は両側検定に相当
する。一番左の（I）列は、いずれかの企業規模以下の領域において、分布 a のほうが分布
b より小規模企業のウエイトが高いかを検定するものである。 上段パネルの 1 行目を例にと
ると、分布 a を［1995］ 、分布 b を［1995S］と考え、 ［1995］が［1995S］より相対的に
小規模企業を多く含む領域があるという「ありそうな」状況を考える。 









これとは反対に、分布 b が分布 a よりも小規模企業を相対的に多く含んでいる可能性を
テストするのが （II） 列である。 ここでは、 b に相当する ［1995S］   の分布関数が、 常に ［1995］





一番右の（III）列は、分布 a と b の同一性に関する両側検定であるが、今回は分布のシ






表 4 のうち、金融制約の弱い上段パネルでは、 ［1995］と［1995S］の分布関数の最大差
は 0.063、 ［1995S］と［2006］の最大差は 0.037 と、退出の影響のほうが大きい。p 値は
いずれもほぼゼロである。これに対し、金融制約の強い下段グループでは、1 行目の最大差








1995 年から 2006 年のトータル変化に相当する 3 行目（iii）をみると、上下いずれのパ
ネルも、 （I）列において、分布関数の最大差は約 0.09 と近い値になっている。このように
一見すると、トータルの変化は似ているようにみえるが、これは、金融制約の強弱に応じ
























KS 検定でも、両グループの間の退出と成長の影響の違いは確認される。 【表 6】の（i）
において、上段パネルは貿易比率の低いグループ、下段は高いグループである。上段の（I）
列をみると、 ［1995］ と ［1995S］ の分布関数の最大差は 0.056 だが、 下段の同じ個所は 0.067
となっており、やはり貿易比率の高いグループの分布が退出を通じて大きくシフトするこ




ここでさらに別の産業組織的な指標として MES を用いた分析結果をみる。 【表 5】 の （B）
列は、MES の高低で企業をグループ分けしたカーネル推定結果を示している。予備的なサ
バイバル分析からは、MES が高い企業グループは、退出の影響が相対的に小さいことが予
想される10。実際、MES が高いグループでは、退出による歪度の低下幅は 0.03 と、MES
が低いグループの 0.06 を下回っている。しかし成長による影響では関係が逆転している。 
また、5 分位点のいずれにおいても、MES の高いグループは低いグループに比べ、退出









                                                  







５－３  年齢別の検証 
金融制約、貿易比率、MES のいずれの条件も、退出、成長による影響を変化させ、企業
















結果は【表 7】の通りで、上から（i）金融制約、 （ii）貿易比率、 （iii）MES を用いたケ
ースを示している。 企業年齢の区分は、 一定のサンプル数を確保するため、 「0～20 歳」 、 「21
～40 歳」 、 「41 歳以上」の 3 つとしている。各表の配置は基本的に【表 4】と同様である。
上段と下段のパネルは金融制約など条件の強弱による別グループを表し、 表の左半分は 「分




ケースの「中年」グループをみると、1995 年から 2006 年のトータル変化に対応する分布
関数の最大差は、上段パネルで 0.089、下段パネルで 0.091 となっており、全サンプルと同
様に、上下でそれほど違いがみられない。これは、下段は上段より退出に対応する最大差
が拡大（0.055 から 0.091）する一方で、成長に対応する最大差は縮小（0.045 から 0.024）
することを反映している。 
しかし、 「若年」グループでは様相が異なる。トータル変化に対応する最大差は、上段の
0.144 に対して下段は 0.161 となっており、明確に値が上昇している。これは、退出に対応
する最大差が大きく拡大し （0.063 から 0.094） 、 成長による最大差の縮小 （0.103 から 0.096）
を上回ったためである。同じ構図は「壮年」グループにもみられ、結果としてトータルの14 
 
最大差は、上段より下段が大きくなっている（0.063 から 0.080） 。 
次に貿易比率のケースをみると、中年グループでも、トータル変化に対応する最大差は
上段、下段でそれぞれ 0.088、0.100 とある程度の違いはあるが、若年層（0.160 と 0.213）



















































を用いることとする。ただし、工業統計は、(i)  製造業のみが対象、(ii)  企業単位ではなく
事業所単位であること、には留意されたい。 
  今回データが利用できたのは 1981 年から 2005 年である。この期間の事業所データのパ
ネル化については、新保・高橋・大森（2005） 、松浦・須賀（2007）らの尽力による「工業
統計パネルデータ作成用事業所番号コンバーター」を利用している11。 










                                                  
11  事業所番号等に基づき各事業所をパネル化するためのコンバーターが、この期間についてのみ整備され
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図 1  時間経過に伴う企業規模分布の変化 











図 2  退出、成長を考慮した規模分布の変化 








































































































図 3  貿易比率、MES でグループ分けしたカーネル推定結果 
 
(i)  貿易比率を用いたケース   











(ii) MES を用いたケース   



































































































図 4  バブル期を境とした企業規模分布の変化の仕方の違い 






























































































企業数（社） 平均 中央値 標準偏差 最小値 企業数（社） 平均 中央値 標準偏差 最小値 平均値 中央値
従業員数（人） 26,327 381 139 1,537 50 15,307 493 163 2,033 50 29.4 17.3
資本金（百万円） 26,327 1,198 80 9,045 30 15,307 2,089 98 15,808 30 74.3 22.5





制約弱い 強い 弱い 強い
歪度 1995 0.668 0.491 1995→1995S -0.017 -0.024
1995S 0.651 0.468 1995S→2006 -0.053 0.011
2006 0.598 0.478 変化計：1995→2006 -0.070 -0.013
分位点
10% 1995 6.74 6.81 1995→1995S 0.18 0.27
1995S 6.92 7.08 1995S→2006 -0.02 -0.08
2006 6.90 7.00 変化計：1995→2006 0.16 0.19
25% 1995 7.42 7.51 1995→1995S 0.18 0.27
1995S 7.60 7.78 1995S→2006 0.02 -0.05
2006 7.62 7.73 変化計：1995→2006 0.20 0.22
ﾒﾃﾞｨｱﾝ 1995 8.32 8.45 1995→1995S 0.23 0.34
1995S 8.55 8.79 1995S→2006 0.12 -0.01
2006 8.67 8.78 変化計：1995→2006 0.35 0.33
75% 1995 9.55 9.59 1995→1995S 0.27 0.38
1995S 9.82 9.97 1995S→2006 0.22 0.06
2006 10.04 10.03 変化計：1995→2006 0.49 0.44
90% 1995 10.79 10.70 1995→1995S 0.22 0.28
1995S 11.01 10.98 1995S→2006 0.21 0.09







ﾊｻﾞｰﾄﾞ比 S.E. p値 ﾊｻﾞｰﾄﾞ比 S.E. p値
ｷｬｯｼｭ（借入比） 0.2350 0.0253 0.000 0.2884 0.0141 0.000
貿易比率 1.7209 0.1521 0.000
MES 0.9968 0.0008 0.000 0.9946 0.0005 0.000
企業規模（売上高対数値） 0.7787 0.0126 0.000 0.7564 0.0065 0.000



















表 5  貿易比率、MES でグループ分けした場合の歪度と分位点の変化 
 

























比較(i) 1995 1995S 0.0627 0.000 0.0000 1.000 0.000 13,164 8,810
(ii) 1995S 2006 0.0373 0.000 0.0111 0.336 0.000 8,810 8,810
(iii) 1995 2006 0.0893 0.000 0.0002 1.000 0.000 13,164 8,810
比較(i) 1995 1995S 0.0981 0.000 0.0000 1.000 0.000 13,163 6,497
(ii) 1995S 2006 0.0162 0.183 0.0286 0.005 0.009 6,497 6,497
(iii) 1995 2006 0.0934 0.000 0.0004 0.999 0.000 13,163 6,497








10% 変化計：1995→2006 0.31 0.31
うち1995→1995S 0.31 0.31
　　1995S→2006 0.00 0.00
25% 変化計：1995→2006 0.13 0.51
うち1995→1995S 0.13 0.13
　　1995S→2006 0.00 0.38
ﾒﾃﾞｨｱﾝ 変化計：1995→2006 0.24 0.32
うち1995→1995S 0.24 0.24
　　1995S→2006 0.00 0.08
75% 変化計：1995→2006 0.02 0.49
うち1995→1995S 0.02 0.40
　　1995S→2006 0.00 0.09
90% 変化計：1995→2006 0.06 0.20
1995→1995S 0.01 0.05
1995S→2006 0.05 0.15









10% 変化計：1995→2006 0.19 0.14
うち1995→1995S 0.19 0.25
　　1995S→2006 0.00 -0.11
25% 変化計：1995→2006 0.22 0.17
うち1995→1995S 0.18 0.24
　　1995S→2006 0.04 -0.07
ﾒﾃﾞｨｱﾝ 変化計：1995→2006 0.38 0.30
うち1995→1995S 0.25 0.34
　　1995S→2006 0.13 -0.04
75% 変化計：1995→2006 0.53 0.40
うち1995→1995S 0.29 0.37
　　1995S→2006 0.24 0.03
90% 変化計：1995→2006 0.44 0.36
1995→1995S 0.21 0.29
1995S→2006 0.23 0.07






表 6  貿易比率、MES でグループ分けした場合の KS 検定結果 
 


























の最大差 p値 p値 ab
比較(i) 1995 1995S 0.0641 0.000 0.0000 1.000 0.000 14,290 8,821
(ii) 1995S 2006 0.0441 0.000 0.0062 0.710 0.000 8,821 8,821
(iii) 1995 2006 0.0962 0.000 0.0003 0.999 0.000 14,290 8,821
比較(i) 1995 1995S 0.0885 0.000 0.0000 1.000 0.000 12,037 6,486
(ii) 1995S 2006 0.0133 0.320 0.0376 0.000 0.000 6,486 6,486
(iii) 1995 2006 0.0773 0.000 0.0001 1.000 0.000 12,037 6,486
MES：低い











比較(i) 1995 1995S 0.0560 0.000 0.0000 1.000 0.000 3,639 2,459
(ii) 1995S 2006 0.0199 0.377 0.0211 0.333 0.627 2,459 2,459
(iii) 1995 2006 0.0667 0.000 0.0003 1.000 0.000 3,639 2,459
比較(i) 1995 1995S 0.0667 0.000 0.0003 1.000 0.000 3,639 2,290
(ii) 1995S 2006 0.0441 0.012 0.0109 0.761 0.021 2,290 2,290
(iii) 1995 2006 0.1059 0.000 0.0014 0.995 0.000 3,639 2,290
高い
ｵﾌﾞｻﾞﾍﾞｰｼｮﾝ数 比率：低い (I)  a < b  (II)  b < a24 
 
 

































数 p値 最大差 p値 最大差 p値 累積分布度
数 p値 最大差 p値 最大差 p値
1995 1995S 0.0537 0.007 0.0518 0.000 0.0711 0.000 0.0000 1.000 0.0000 1.000 0.0000 1.000
1995S 2006 0.1011 0.000 0.0518 0.000 0.0217 0.151 0.0032 0.987 0.0087 0.763 0.0250 0.082
1995 2006 0.1325 0.000 0.0953 0.000 0.0792 0.000 0.0000 1.000 0.0021 0.981 0.0008 0.997
1995 1995S 0.0901 0.000 0.0858 0.000 0.0858 0.000 0.0000 1.000 0.0002 1.000 0.0000 1.000
1995S 2006 0.0886 0.000 0.0132 0.630 0.0046 0.942 0.0253 0.518 0.0404 0.013 0.0523 0.000
1995 2006 0.1427 0.000 0.0777 0.000 0.0547 0.000 0.0000 1.000 0.0006 0.999 0.0004 1.000
MES：高い
MES：低い
(I) H1 : a < b (II) H1 : b < a
若年（0～20歳） 中年（21～40歳） 壮年（41歳～） 若年（0～20歳） 中年（21～40歳） 壮年（41歳～）
分布(a) 分布(b) 累積分布度
数 p値 最大差 p値 最大差 p値 累積分布度
数 p値 最大差 p値 最大差 p値
1995 1995S 0.0751 0.153 0.0571 0.041 0.0461 0.032 0.0019 0.999 0.0006 1.000 0.0000 1.000
1995S 2006 0.1094 0.042 0.0387 0.302 0.0216 0.524 0.0340 0.737 0.0212 0.697 0.0259 0.394
1995 2006 0.1596 0.000 0.0877 0.001 0.0421 0.057 0.0000 1.000 0.0015 0.998 0.0038 0.977
1995 1995S 0.0776 0.132 0.0529 0.064 0.0747 0.000 0.0004 1.000 0.0000 1.000 0.0000 1.000
1995S 2006 0.1803 0.000 0.0537 0.099 0.0297 0.333 0.0082 0.984 0.0212 0.697 0.0361 0.197
1995 2006 0.2131 0.000 0.1001 0.000 0.0849 0.000 0.0064 0.986 0.0066 0.958 0.0027 0.989
貿易比率：低い
貿易比率：高い
(I) H1 : a < b (II) H1 : b < a
若年（0～20歳） 中年（21～40歳） 壮年（41歳～） 若年（0～20歳） 中年（21～40歳） 壮年（41歳～）
分布(a) 分布(b) 累積分布度
数 p値 最大差 p値 最大差 p値 累積分布度
数 p値 最大差 p値 最大差 p値
1995 1995S 0.0629 0.001 0.0554 0.000 0.0631 0.000 0.0000 1.000 0.0001 1.000 0.0000 1.000
1995S 2006 0.1032 0.000 0.0449 0.001 0.0221 0.164 0.0044 0.974 0.0161 0.380 0.0234 0.130
1995 2006 0.1436 0.000 0.0886 0.000 0.0626 0.000 0.0004 1.000 0.0026 0.970 0.0005 0.999
1995 1995S 0.0943 0.000 0.0907 0.000 0.1013 0.000 0.0000 1.000 0.0002 1.000 0.0000 1.000
1995S 2006 0.0960 0.000 0.0238 0.246 0.0103 0.719 0.0065 0.962 0.0278 0.147 0.0494 0.001





(I) H1 : a < b (II) H1 : b < a
中年（21～40歳） 壮年（41歳～）